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令和５年度 第１回人事委員会 会議結果 

 

一 日 時     令和５年４月１９日（水） 午前１０時から１１時１５分まで 

 

二 場 所     人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階） 

 

三 出席者 

１ 人事委員   委 員 長  小 松 哲 也 

         委   員  中 本 久美子 

         委   員  細 田 耕 治 

２ 事務局職員  事 務 局 長  山 本 雅 美  次長兼給与課長  前 田 俊 和 

任 用 課 長  尾 田 聡 子  係     長  米 田 康 孝 

係   長  山 口 玲 夏  係     長  河 崎 卓 哉 

※新型コロナウイルスの感染防止の観点から、事務局職員の委員室への入室は説

明者など必要最小限の人数とし、必要に応じて隣室（執務室）から呼び出す形

で対応 

３ 傍聴者    なし 

 

四 議 題 

議案第１号 解雇予告除外認定について  

議案第２号 鳥取県職員採用試験（令和６年４月採用予定 大学卒業程度（機械））の実施について 

議案第３号 個人情報保護条例の改正に伴う告示（成績開示関係）に係る専決処分の承認について 

議案第４号 令和５年職種別民間給与実態調査の実施について 

議案第５号 人事委員会規則の一部改正について（公平委員会事務委託地方公共団体の管理職員等

範囲規則関係） 

議案第６号 職員の職務に専念する義務の免除の承認に係る専決処分の承認について  

議案第７号 勤務条件に関する措置要求の受理について 

報告第１号 ２０２３年度給与勧告等に関する要求書について 

 

五 議 事 

４月１日付けの異動に伴い、鳥取県人事委員会議事規則第５条に規定する会議に出席する職員及び

同規則第７条に規定する議事録を作成する職員として河崎係長が委員長から指定された。 

議事について公開又は非公開のどちらとするかについて審議を行い、議案第２号から第６号及び報

告第１号は公開、議案第１号及び第７号は非公開とすることについて全員の合意を得た。 

 

◇議案第１号 

解雇予告除外認定について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。 

 

◇議案第２号 

鳥取県職員採用試験（令和６年４月採用予定 大学卒業程度（機械））の実施について、事務局が説明

し、原案のとおり決定した。 

 

【説 明】 

 令和６年４月１日採用予定の標記の採用試験を、以下のとおり実施する。 

※現在申込受付中の鳥取県職員採用試験（令和６年４月採用予定 大学卒業程度）の募集職種に追加

するもの。 
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１ 概要 

（１）募集職種・採用予定者数 

職種 採用予定者数 

機械 １名程度 

 

（２）受験資格 

ア 年齢等 

① 昭和５８年（１９８３年）４月２日から平成１４年（２００２年）４月１日までに生まれた

人 

② 平成１４年（２００２年）４月２日以降に生まれた人で、学校教育法による大学（短期大学

を除く。）を卒業した人若しくは令和６年３月３１日までに卒業する見込みの人又は鳥取県人事

委員会がこれらと同等の資格があると認める人 

イ 国籍 

日本国籍を有しない人にあっては、就職に制限のない在留資格を取得しているか、令和 

６年３月３１日までに取得見込みであれば受験可能。 

 

（３）試験内容 

試 験 種 目 配 点 内            容 

第
１
次
試
験 

専門試験 ３００点 
［多肢選択式･･･４０問 ２時間］ 

必要な専門的知識についての筆記試験 

論文試験 １２０点 

［１問 １時間］ 

公務員として必要な識見、思考力、表現力などの能力に

ついての筆記試験 

適性検査 － 職務遂行に関する適性についての検査 

第２次

試験 
人物試験 ６００点 

集団討論及び個別面接による人物、専門的知識について

の口述試験 

（注）第１次試験で実施する論文試験の評価は第２次試験で行う。（第１次試験合格者のみ採点。） 

また、第１次試験で実施する適性検査の検査結果は、第２次試験の人物試験の参考として使用す

る。（第１次試験合格者のみ判定。） 

 

（４）試験日程 

受 付 期 間 
４月２４日（月）午前９時～５月１８日（木）午後５時 

※原則としてインターネットによる申込とする。 

第
１
次
試
験 

試 験 日 ６月１８日（日） 

試 験 会 場 

鳥取会場：鳥取県庁 

米子会場：米子コンベンションセンター 

東京会場：立教大学池袋キャンパス 

大阪会場：関西大学千里山キャンパス 

合 格 者 発 表 ６月３０日（金）（予定） 

第
２
次

試 験 日 ７月中旬～７月下旬のうち指定する１日（予定） 

試 験 会 場 鳥取県庁 

採用候補者発表 ８月上旬（予定） 

   ※５月１４日（日）及び６月１８日（日）に実施予定の大学卒業程度の他の職種（全職種）との

併願は不可とする。 

   ※５月１４日（日）実施予定の大学卒業程度（事務（キャリア総合コース））は受付期間を終了し

ているが、「機械」に限り申込みの変更を認める。 
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（５）その他 

（３）及び（４）の内容は、新型コロナウイルスの感染状況、申込状況等により一部変更する

ことがある。 

 

２ 広報 

  以下のとおり積極的な広報を実施し受験者確保をはかる。 

・受験案内を作成、県の機関等で配布 

・ホームページ掲載 

・ＳＮＳ（LINE、Twitter、Facebook）、メールマガジン送信 

・報道機関への資料提供 

・求人サイトへ求人情報掲載 

・大学へ求人情報提供 

・関係機関に協力を要請 など 

 

◇議案第３号 

個人情報保護条例の改正に伴う告示（成績開示関係）に係る専決処分の承認について、事務局が説明

し、原案のとおり決定した。 

 

【説 明】 

以下のとおり人事委員会告示に関する専決処分を行ったので報告するとともに承認を求める。 

 

○専決処分の理由 

令和５年３月 24 日に公布された「鳥取県個人情報の保護に関する法律等施行規則」（令和５年鳥取

県規則第６号。以下「規則」という。）の施行（同年４月１日）に合わせて告示する必要があり、人事

委員会を開催するいとまがなかったため。 

 

○専決処分の日 

 令和５年３月２７日 

 

１ 概要 

「鳥取県個人情報保護条例」（平成 11 年鳥取県条例第３号）の全部改正（令和４年 12月 26 日公布、

令和５年４月１日施行）により、個人情報の開示について、書面により請求し即時に開示を決定、開

示する手続き（即時開示）が設けられたことに伴い、規則第７条に基づき、即時開示することができ

る個人情報について告示するもの。 

 

○開示手続の変更点 

 変更後 変更前 場所 

受験者 
開示請求（書面） 

 ※本人のみ 

開示請求（口頭） 

 ※本人又は代理人 

人事委員会事務局窓

口 

人事委員会事務

局職員 

その場で本人確認 

 ↓ 

開示決定通知の交付 

 ↓ 

成績の開示（閲覧） 

 ※手数料なし 

その場で本人確認 

 ↓ 

成績の開示（閲覧） 

 ※手数料なし 

 

２ 内容 
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 ○告示の廃止 

「口頭による開示請求を行うことができる個人情報」（平成11年鳥取県人事委員会告示第３号） 

○告示の制定 

  「直ちに開示決定等を行う個人情報」 

※開示する成績の情報は、従来開示していた内容と変更なし。 

 

◇議案第４号 

令和５年職種別民間給与実態調査の実施について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。 

 

【説 明】 

 令和５年職種別民間給与実態調査を以下のとおり実施する。 

 

１ 目  的 

  県職員の給与を県内民間事業所従業員の給与と比較検討するための資料を得ること（人事院等との

共同調査であり、全国の調査結果を集計したものは国家公務員の給与との比較の資料となる。） 

 

２ 調査対象 

(１) 調査対象事業所 

   令和５年４月現在における県内の企業規模５０人以上、かつ、事業所規模５０人以上の２５１事

業所 

   企業規模…調査対象事業所も含めた企業全体の従業員数 

   事業所規模…調査対象事業所の従業員数 

(２) 調査事業所  

  （１）の中から人事院が無作為抽出により選定した１４３事業所 

 

３ 調査方法 

  感染予防対策を徹底して、調査員による実地調査を基本としつつ、必要に応じて対面によらない方

法も活用する。 

 

４ 調査期間 

  令和５年４月２４日（月）から６月１６日（金）まで 

 

５ 主な調査内容 

・本年４月分の個人別給与の支給状況（職種（事務・技術等）別、年齢別、学歴別） 

・初任給の支給状況（職種（事務・技術等）別、学歴別） 

・昨年８月から本年７月までに支払われた賞与及び臨時給与の支給状況（支給総額、支給人員等） 

・各種手当の支給状況 

・高齢者雇用施策の状況 など 

 

【質疑等】 

委 員：調査方法について、新型コロナの時は一部変更したが、今年は特段の変更等はないか。 

事務局：オンライン調査は引き続き実施するなど、５月に五類感染症に移行予定ではあるが、引き続き

新型コロナに対応した調査方法を検討している。 

委 員：オンライン調査になって不便になった点等はないか。 

事務局：大きな不便、苦情などは生じていない。 

現状ではオンライン調査がすべての調査に対応できているわけでなく、全国的な課題として

改善を求めるような意見はある。ただ、実地調査にもメリットがあることもあり、昨年と比べ
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調査方法に変更はないが、現在それで大きな問題ということはない。 

委 員：調査依頼については、基本的にはお答えいただけているか。拒否されることもあるか。 

事務局：拒否されることもあり、回答率も若干下がり気味であるので、丁寧に対応していきたい。 

委 員：断られる理由はどのようなものが多いか。 

事務局：やはり忙しいということが、新型コロナもあり、多い。 

     また、国、県からの調査はたくさんあり、中には法令で回答を義務づけられているものもあ

るが、本調査には法的義務はないので、そのような調査であればと、中には強い口調でお断り

されることもある。 

委 員：今年は民間給与もあがるのではないか。大事な調査である。 

 

◇議案第５号 

人事委員会規則（公平委員会事務委託地方公共団体の管理職員等範囲規則関係）の一部改正について、

事務局が説明し、原案のとおり決定した。 

 

【説 明】 

 以下のとおり人事委員会規則を改正する。 

 

１ 改正する規則の名称 

公平委員会の事務を鳥取県に委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則（昭和 41

年鳥取県人事委員会規則第 31 号） 

 

２ 概   要 

委託団体（鳥取県東部広域行政管理組合）からの依頼に基づき、当該団体における職の設置等を踏

まえ、管理職員等の範囲を定める規則の別表を一部改正する。 

※本改正は委託団体の令和５年度組織改正に伴うものであるため、本来は公平委員会の事務を鳥取県

に委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則（令和５年鳥

取県人事委員会規則第 27 号）により改正を行うべきものであるが、委託団体からの改正依頼が同改

正に間に合わなかったため、今回改正を行うもの。 

○事務局の「課長補佐（総務課に所属するものに限る。）」を「課長補佐（総務福祉課に所属するもの

に限る。）」に改める。 

○鳥取県東部環境クリーンセンターの「場長」を「センター長」に改める。 

○その他所要の改正。 

 

３ 施行（適用）日 

  公布日 

 

【質疑等】 

委 員：所要の改正である別表の備考欄の改正について確認したい。 

事務局：鳥取県東部広域行政管理組合を含む全団体に係る備考欄について、同組合の所属名変更に伴い

一部改正するもの。内容的に変更があるものではない。 

 

◇議案第６号 

職員の職務に専念する義務の免除の承認に係る専決処分の承認について、事務局が説明し、原案のと

おり決定した。 

 

【説 明】 

 鳥取県知事から、職員の職務に専念する義務の免除について下記のとおり３件の申請があり、人事委
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員会の事務の専決及び代決規則（昭和 41 年鳥取県人事委員会規則第 20号）第２条第２項の規定により、

令和５年４月４日及び同月 13 日に以下のとおり専決処分し、承認した。 

よって同条第３項の規定により報告するとともに承認を求める。 

 

［申請１～３］ 職員が次の大会に競技役員として参加する場合 

申請１：第 52 回世界選手権大会最終選考会兼第 19 回アジア競技大会最終選考会 

申請２：第 52 回世界選手権大会コンパウンド部門最終選考会 

申請３：FISU ワールドユニバーシティゲームズ最終選考会兼第 18 回世界ユース選手権大会最終選

考会 

 

１ 職員名 

  スポーツ課 専門員 樋口彰紀 

 

２ 申請期間  

申請１：参加日程（４月５日（水）～４月９日（日））のうち勤務を要する日 

申請２：参加日程（４月 10 日（月）～４月 12日（水））のうち勤務を要する日 

申請３：参加日程（４月 18 日（火）～４月 25日（火））のうち勤務を要する日 

 

３ 根拠法令 

  職務に専念する義務の特例に関する規則第２条の表第 14 号 

 

４ 承認理由 

・対象職員は、平成 13 年４月１日から鳥取県立米子南高等学校に勤務し、アーチェリー競技における

高校生等の指導を行う傍ら、全日本アーチェリー連盟でも選手の指導育成を担ってきた。令和５年

４月１日からは、スポーツ課でアーチェリー競技に関する全日本団体からの情報収集及び県内競技

者の人材育成業務を担当している。 

・教職員が現在又は過去の職務に関連のある体育大会等に主催団体から書面等による委嘱を受けて役

員等として参加する場合については、平成 25年 8月 27 日開催の人事委員会において職務専念義務

の免除を包括的に承認している。（平成 25 年８月 30 日施行） 

・ついては、上記職員は、現在、県内競技者の人材育成等のため、人事異動により知事部局に出向し

ているが、教育委員会以外の任命権者の下にあっても上記の事情は変わらないため、教職員に準じ

て職務に専念する義務の免除を行おうとするものであり、承認するのが適当である。 

 

５ 専決処分の理由 

  任命権者から申請があったときから当該申請の承認により職員の職務に専念する義務を免除しよう

とする期間の始期まで間がなく緊急を要し、人事委員会に諮るいとまがなかったため。 

 

６ 専決処分の日 

  申請１及び２：令和５年４月４日 

  申請３：令和５年４月 13 日 

 

◇議案第７号 

勤務条件に関する措置要求の受理について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。 

 

◇報告第１号 

２０２３年度給与勧告等に関する要求書について、事務局が説明した。 
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【説 明】 
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【質 疑】 

委 員：賃金について、組合の速報には「知事と人事委員会は、科学をきちんと学んでいない」という

指摘があったが、条件をどうとらえるかという意味の理解をどう進めていくかが課題としてあ

ると感じた。 

委 員：職員団体の役員の任期は制限があるのか。 

事務局：法令上役員任期の制限等はない。ただ、専従休職期間には上限がある。 

 

六 次回人事委員会の開催 

  令和５年５月２４日（水）午前１０時００分から開催することとした。 


